
2017年3月、金融庁による「顧客本位の業務運営に関する原則」が公表されたことに伴い、保険募集代理店でも顧客本
位の取り組みに、更なる向上が求められています。代理店の顧客本位の取り組みには、お客様への対応能力だけでは
なく、それを支える組織体制の構築、現業の品質向上および適切なリスクコンサルティングの活用が必要不可欠です。

保険会社においても、代理店における内部管理態勢の高度化は喫緊の課題であり、それを実現するために外部評価を
積極的に取り入れることを推奨する傾向にあります。一部では既に、保険募集代理店に対し、外部評価を受審したこと
を手数料に反映する会社も出てきています。

デロイト トーマツでは保険会社の要請により、代理店に対して「オンサイト監査（臨店）」や「オフサイト監査（Web監査）」
といった方法により、外部評価を効率的かつ効果的に実施し、代理店の内部管理態勢の高度化への支援、ひいては保
険会社の求める、代理店の高い品質でのサービス提供に貢献します。

はじめに

保険会社向け代理店外部監査サービス
委託代理店の客観的な品質評価を一括対応



先述のとおり、2017年3月金融庁による「顧客本位の業務運営に関する原則」の公表に伴い、代理店における内部管理態勢
の整備・高度化の必要性が高まった結果、一部の保険会社では、経営品質や募集管理体制の整備状況を代理店手数料に
反映する方向にあります。そのような潮流のなかで代理店には、保険会社からの教育・管理・指導を受けること（下図①）は
もちろん、代理店自身において内部管理態勢を整備・強化すること（下図②）が求められていますが、代理店自身の適切か
つ効果的な態勢整備には外部監査の活用が有効です。保険会社にとっては、委託代理店の態勢が整備・強化されることが
安心な募集品質に繋がります。

代理店内部管理態勢の整備・高度化の要請

代理店本店、支店をオンサイトで、当法人の公認内部監査人、金融庁OB等専門家による臨店検査を実施します。監督指針
や、協会マニュアルなどに加え、当法人のこれまでの保険会社の管理態勢に対する監査等のノウハウを加えたチェックリス
トによるオンサイト監査を行います。
また、デロイト トーマツは全国各地に拠点（東京、名古屋、大阪、福岡）を配置しており、全国的な対応が可能です。

オンサイト監査

デロイト トーマツで提供する「保険会社向け代理店外部監査サービス」では、臨店検査を行う「オンサイト監査」と、リモート
で資料や規程類を査閲する「オフサイト評価」を想定しています。

サービス概要

デロイト トーマツの外部監査サービス

0

保険会社における代理店の
募集管理態勢

乗合代理店における
募集管理態勢

内部規定等の策定・整備 【P】
① 各取扱保険会社からの教育・管理・指導

■左記への対応

■内部規定等の策定・整備 【P】
■従業員に対する教育・指導・管理 【D】
■内部監査等による実態の確認・検証 【C】
■内部監査等で把握した不適切な事象に対する

適切な措置および改善に向けた態勢の整備 【A】

＋

② 乗合代理店自身の体制整備
監査等 【C】

改善に向けた指導・検証 【A】

代理店に対する教育・管理・
指導 【D】

■保険会社向けの総合的な監督指針（金融庁）
■募集代理店共通自己点検表（生命保険協会）
■募集コンプライアンスガイド（日本損害保険協会）
■当法人の過去の業務実績　等

チェックリストイメージ

※チェックリストは、保険
会社のレビュー後に
確定するため、保険会
社のニーズも反映さ
れます

・現状の内部管理態勢上の課題を抽出、態勢整備の助言を実施
・監査終了後、保険会社へ評価報告書等を発行

ILLUSTRATIVE

関連法令・ガイドライン・マニュアル



代理店より「代理店オフサイト監査項目シート」に基づいた、各種規程類、マニュアル、帳票や証跡などをネット環境にて送
付いただきます。それらを、当法人の公認内部監査人、金融庁OB等専門家により適合性・運用状況を監査します。また、イン
ターネット経由のアンケートシステムおよび会議システムを用いて遠隔の代理店に対しても効率的な監査が可能になりま
す。

オフサイト監査（Web監査）

代理店の規模・状況や保険会社のニーズに応じたサービス内容をパッケージで提供します。臨店の「オンサイト監査」、リ
モート対応の「オフサイト監査（規程等の確認と運用状況確認インタビューつき）」、比較的低コストの「オフサイト監査（規程
類の確認のみ）」等があります。

サービスメニュー

Web監査は、WebアンケートおよびWeb会議の２つの手続きにより実施します。
オフサイト監査（Web監査）の実施イメージ

・直接対面による監査を実施する
ことで、確認項目に対し、確実な
調査が可能（証跡などの特定
を、より確実なものとすることが
できる）

・遠隔の代理店に対してもインタビューを実施することができる
・店舗数の制約についての柔軟性が、オンサイト監査と比べて高い

・オンサイト監査と比較し安価な
コストで対応でき、整備状況の
確認、運用状況の確認も実施
できる

・最も安価に監査が可能

・オンサイト監査と比較しチェッ
クできる内容に限界がある

・態勢の整備状況の確認はする
が、運用状況の確認は実施しな
いため運用のPDCAが効果的に
回っているかは見えない

・インターネット経由で情報（音声や画像）がやりとりされるため、確実
なセキュリティ対策を要する

・遠隔地の場合、移動時間や交通
費などのコストがかかる

・多店舗の代理店の場合、全店舗
の訪問は難しいため、対象店舗
の選定次第で、監査結果が変わ
りうる

・Web環境による整備状況の
確認（規程類の査閲）のみ

・Web環境による整備状況の
確認（規程類の査閲）

・Web会議システムによる運用
状況の確認（インタビュー）

オンサイト監査
（臨店）

メリット

デメリット

コスト 高 中 低

オフサイト（Web）監査

Webアンケートシステム（回答画面例）
【回答選択・詳細を記述いただきます。各種規程

類、マニュアル、帳票や証跡などをアップロード
いただきます。
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Webアンケートシステム

Web会議システム ILLUSTRATIVE

① アクセスして
回答

③ 参加

② 回答内容
を確認

③ 参加

デロイト
担当者

代理店
ご担当者



当サービスは、保険会社と当法人の間で「外部監査一括スキーム」を構築することで、委託代理店に広く提供することが可
能です。同じ監査法人から代理店を一括で評価できるため相対的・客観的な品質評価を確認できるほか、監査結果の共有
を効率的に行えるという、保険会社・代理店の双方にとってのメリットもあります。

サービス展開のアプローチ
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